
北海道告示第10660号

北海道が令和５年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和５年４月25日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その２）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 新型コロナウイルス感 地域保健法（昭 新型コロナウイルス感染症に関し 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数

染症自宅軽症者等療養体 和２２年法律第10 て、自宅療養者等の療養体制の確保を 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

制確保事業 1号）第５条の政 行うために必要な職員手当等、報酬、 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

新型コロナウイルス感 令で定める市をい 共済費、謝金、旅費、需用費（消耗品 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

染症自宅軽症者等療養体 う。）のうち知事 費、印刷製本費、材料費、光熱水費、 別に指示する様式 感染症対策

制確保事業は、新型コロ が適当と認める者 燃料費、修繕料）、役務費（通信運搬 局感染症対

ナウイルス感染症に関し 費、手数料、保険料）、委託料、使用 策課

て、自宅療養者等の療養 料及び賃借料、備品購入費、補助及び

体制の課くを行うことに 交付金

より、公衆衛生の向上を

図ることを目的として、

予算の範囲内において補

助する。

２ 新型コロナウイルス感 地域保健法（昭 新型コロナウイルス感染症軽症者等 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数

染症軽症者等宿泊療養施 和２２年法律第10 宿泊療養施設運営事業の実施に必要な 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

設運営事業 1号）第５条の政 賃金、報酬、謝金、会議費、旅費、需 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

新型コロナウイルス感 令で定める市 費費（消耗品費、印刷製本費、材料費、 保福第１の20号様式 保福第４７５号様式 提 出 先 保健福祉部

染症軽症者等宿泊療養施 光熱水費、燃料費、修繕料）、役務費 保福第４７５号様式 別に指示する様式 感染症対策

設運営事業は、軽症者等 （通信運搬費、手数料、保険料）、委 別に指示する様式 局感染症対

について、宿泊療養を行 託料、使用料及び賃借料、備品購入費 策課宿泊療

う場合、健康管理、宿泊 （原則、リースで対応すること）、補 養係

療養が可能な施設等の確 助及び交付金、往診等に要する経費

保、宿泊施設における運



営等を行うことにより、

公衆衛生の向上を図るこ

とを目的として、予算の

範囲内において補助す

る。

３ PCR等検査無料化推進 1 医療機関 １ ワクチン・検査パッケージ等定着 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

事業費補助金 2 衛生検査所 促進事業及び 保福第１の15号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

1 ワクチン・検査パッケ 3 薬局 感染拡大傾向時の一般検査事業 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

ージ等定着促進事業 4 ワクチン・検 ・無料検査に係る検査キット原価等 他の収入金が 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

健康上の理由等によ 査パッケージ制 （検査キット代、検体採取容器代、包 あるときは、 保福第１の32号様式 感染症対策

り、新型コロナワクチン 度等の登録を受 装費、検査費用（PCR検査等の場合）、 補助金等の額 別に指示する様式 局感染症対

を接種できない者のう けた事業者 結果通知費用（PCR検査等を検体採取 の算定に当た 策課

ち、感染症の症状が出て 5 市町村 場所以外で実施する場合）、検体管理 り、当該寄附

いない者（以下「無症状 費用（PCR検査等を検体採取場所以外 金その他の収

者」という。）が、経済 で実施する場合）、往復送料（復路送 入金の控除等

社会活動を行うに当た 料はＰＣＲ検査等を検体採取場所以外 を行う。）

り、ワクチン・検査パッ で実施する場合）、製造・検査拠点に

ケージ制度及び飲食、イ おける販売管理費等

ベント若しくは旅行・帰 ・無料検査を実施する上での各種経

省等の活動に際して、ワ 費

クチン接種歴や検査結果 2 検査体制整備支援事業

の陰性のいずれかを確認 検査実施に当たり必要な検査体制

する民間の取組みにおい 整備等に要する次の経費

て必要な検査に要する費 (1)検査場所を借り上げた際の賃料又

用を無料とするため、実 はリース料。ただし、令和4年度に

施事業者に対して補助等 かかる項目の補助実績がある検査場

する事業 所の借り上げに限る。

2 感染拡大傾向時の一般 (2)検査のために購入した防護服、ガ

検査事業 ウン、フェイスシールド、ゴーグル

感染リスクが高い環境 (3)その他知事が特に認めた経費

にある等により感染不安

を感じる住民のうち、無

症状者が、知事の検査受

検要請に応じて受検した

検査に要する費用を無料

とするため、実施事業者



に対して補助等する事業

3 検査体制整備支援事業

1及び2の事業の開始に

当たっての初期投資等、

検査実施に当たり必要な

検査体制整備等のために

実施事業者に対し補助等

する事業

４ 北海道老人福祉施設等 次に掲げる経費については補助の対 保福第１の18号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

整備事業（非常用自家発 象としない。 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

電設備等） （１）土地の買収又は整地に要する 保福第３号様式 保福第４号様式 る日

平成18年５月29日老発 費用 別に指示する様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

第0529001号厚生労働省 （２）職員の宿舎、車庫又は倉庫の 又は振興局

老健局長通知の別紙「地 建設に要する費用 の保健環境

域介護・福祉空間整備等 （３）その他施設等整備事業として 部

施設整備交付金実施要 適当とは認められない費用

綱」第３により、災害発

生時に自力で避難するこ

とが困難な者が多く利用

する高齢者施設等の防災

・減災対策及び新型コロ

ナウイルスは高齢者が重

症化する危険性が高い特

性があることからその感

染拡大防止対策を推進

し、利用者の安全・安心

を確保するために、北海

道が作成した防災・減災

等事業整備計画に基づく

事業の実施に要する経費

に対し、予算の範囲内に

おいて補助をする。

(1) 高齢者施設等の非常 防災・減災等事業整備計画に基づく ４分の３以内

用自家発電設備整備 高齢者施設等の非常用自家発電設備整

事業 備事業(施設の整備と一体的に整備さ （寄附金その



れるものであって知事が必要と認めた 他の収入金が

整備を含む。)に必要な工事費又は工 あるときは、

事請負費及び工事事務費(工事施工の 補助金等の額

ため直接必要な事務に要する費用であ の算定に当た

って、旅費、消耗品費、通信運搬費、 り、当該寄附

印刷製本費及び設計監督料等をいい、 金その他の収

その額は、工事費又は工事請負費の2. 入金の控除等

6％に相当する額を限度額とする。)。 を行う。）

ただし、別の負担(補助)金等におい

て別途補助対象とする費用を除き、工

事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当

と認められる購入費等を含む。

ア 老人福祉法(昭和38 市町村(札幌市、

年法律第133号)第15 旭川市及び函館市

条第３項及び第４項 を除く。以下同

の規定により設置す じ。)、社会福祉法

る特別養護老人ホー 人

ム(定員30名以上のも

のに限る。)に係る非

常用自家発電設備整

備事業

イ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第３項及び第４項の 祉法人

規定により設置する

養護老人ホーム(定

員30名以上のものに

限る。)に係る非常

用自家発電設備整備

事業

ウ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第５項の規定により 祉法人、その他知

設置する軽費老人ホ 事が認めた者

ーム(ケアハウス、



Ａ型及びＢ型であっ

て、定員30名以上の

ものに限る。)に係

る非常用自家発電設

備整備事業

エ 介護保険法(平成 市町村、社会福

９年法律第123号)第 祉法人、医療法人、

94条第１項の規定に その他知事が認め

より開設した介護老 た者

人保健施設(定員30

名以上のものに限

る。)に係る非常用

自家発電設備整備事

業

オ 介護保険法第107 市町村、社会福

条第１項の規定によ 祉法人、医療法人、

り開設した介護医療 その他知事が認め

院(定員30名以上の た者

ものに限る。)に係

る非常用自家発電設

備整備事業

(2) 高齢者施設等の水害 防災・減災等事業整備計画に基づく ４分の３以内

対策強化事業 高齢者施設等の水害対策強化事業(施

設の整備と一体的に整備されるもので （寄附金その

あって知事が必要と認めた整備を含 他の収入金が

む。)に必要な工事費又は工事請負費 あるときは、

及び工事事務費(工事施工のため直接 補助金等の額

必要な事務に要する費用であって、旅 の算定に当た

費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本 り、当該寄附

費及び設計監督料等をいい、その額は、金その他の収

工事費又は工事請負費の2.6％に相当 入金の控除等

する額を限度額とする。)。 を行う。）

ただし、別の負担(補助)金等におい

て別途補助対象とする費用を除き、工



事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当

と認められる購入費等を含む。

ア 老人福祉法(昭和38 市町村(札幌市、

年法律第133号)第15 旭川市及び函館市

条第３項及び第４項 を除く。以下同

の規定により設置す じ。)、社会福祉法

る特別養護老人ホー 人

ム(定員30名以上のも

のに限る。)に係る水

害対策強化事業

イ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第３項及び第４項の 祉法人

規定により設置する

養護老人ホーム(定

員30名以上のものに

限る。)に係る水害

対策強化事業

ウ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第５項の規定により 祉法人、その他知

設置する軽費老人ホ 事が認めた者

ーム(ケアハウス、

Ａ型及びＢ型であっ

て、定員30名以上の

ものに限る。)に係

る水害対策強化事業

エ 介護保険法(平成 市町村、社会福

９年法律第123号)第 祉法人、医療法人、

94条第１項の規定に その他知事が認め

より開設した介護老 た者

人保健施設(定員30

名以上のものに限

る。)に係る水害対



策強化事業

オ 介護保険法第107 市町村、社会福

条第１項の規定によ 祉法人、医療法人、

り開設した介護医療 その他知事が認め

院(定員30名以上の た者

ものに限る。)に係

る水害対策強化事業

(3) 高齢者施設等の給水 防災・減災等事業整備計画に基づく ４分の３以内

設備整備事業 高齢者施設等の給水設備整備事業(施

設の整備と一体的に整備されるもので （寄附金その

あって、知事が必要と認めた整備を含 他の収入金が

む。)に必要な工事費又は工事請負費 あるときは、

及び工事事務費(工事施工のため直接 補助金等の額

必要な事務に要する費用であって、旅 の算定に当た

費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本 り、当該寄附

費及び設計監督料等をいい、その額は、金その他の収

工事費又は工事請負費の2.6％に相当 入金の控除等

する額を限度額とする。)。 を行う。）

ただし、別の負担(補助)金等におい

て別途補助対象とする費用を除き、工

事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当

と認められる購入費等を含む。

ア 老人福祉法(昭和38 市町村(札幌市、

年法律第133号)第15 旭川市及び函館市

条第３項及び第４項 を除く。以下同

の規定により設置す じ。)、社会福祉法

る特別養護老人ホー 人

ム(定員30名以上のも

のに限る。)に係る給

水設備整備事業

イ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第３項及び第４項の 祉法人



規定により設置する

養護老人ホーム(定

員30名以上のものに

限る。)に係る給水

設備整備事業

ウ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第５項の規定により 祉法人、その他知

設置する軽費老人ホ 事が認めた者

ーム(ケアハウス、

Ａ型及びＢ型であっ

て、定員30名以上の

ものに限る。)に係

る給水設備整備事業

エ 介護保険法(平成 市町村、社会福

９年法律第123号)第 祉法人、医療法人、

94条第１項の規定に その他知事が認め

より開設した介護老 た者

人保健施設(定員30

名以上のものに限

る。)に係る給水設

備整備事業

オ 介護保険法第107 市町村、社会福

条第１項の規定によ 祉法人、医療法人、

り開設した介護医療 その他知事が認め

院(定員30名以上の た者

ものに限る。)に係

る給水設備整備事業

(4) 高齢者施設等の防犯 防災・減災等事業整備計画に基づく ４分の３以内

対策及び安全対策を強 高齢者施設等の防犯対策及び安全対策

化するために必要な経 強化事業(施設の整備と一体的に整備 （寄附金その

費を支援する事業 されるものであって、知事が必要と認 他の収入金が

めた整備を含む。)に必要な工事費又 あるときは、

は工事請負費及び工事事務費(工事施 補助金等の額



工のため直接必要な事務に要する費用 の算定に当た

であって、旅費、消耗品費、通信運搬 り、当該寄附

費、印刷製本費及び設計監督料等をい 金その他の収

い、その額は、工事費又は工事請負費 入金の控除等

の2.6％に相当する額を限度額とす を行う。）

る。)。

ただし、別の負担(補助)金等におい

て別途補助対象とする費用を除き、工

事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当

と認められる購入費等を含む。

ア 老人福祉法(昭和3 市町村(札幌市、

8年法律第133号)第1 旭川市及び函館市

5条第３項及び第４ を除く。以下同

項の規定により設置 じ。)、社会福祉法

する特別養護老人ホ 人

ーム（定員30名以上

のものに限る。)及

び併設される老人短

期入所施設（利用定

員に関わらない）に

係る防犯対策及び安

全対策強化事業

イ 上記以外の老人短 市町村、社会福

期入所施設 祉法人、その他知

事が認めた者

ウ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第５項の規定により 祉法人、その他知

設置する軽費老人ホ 事が認めた者

ーム(ケアハウス、

Ａ型及びＢ型であっ

て、定員30名以上の

ものに限る。)に係

る防犯対策及び安全



対策強化事業

エ 介護保険法(平成 市町村、社会福

９年法律第123号)第 祉法人、医療法人、

94条第１項の規定に その他知事が認め

より開設した介護老 た者

人保健施設(定員30

名以上のものに限

る。)に係る防犯対

策及び安全対策強化

事業

オ 介護保険法第107 市町村、社会福

条第１項の規定によ 祉法人、医療法人、

り開設した介護医療 その他知事が認め

院(定員30名以上の た者

ものに限る。)に係

る防犯対策及び安全

対策強化事業

カ 老人福祉法第29条 市町村、社会福

第１項の規定により 祉法人、その他知

設置する有料老人ホ 事が認めた者

ーム(定員30名以上

のものに限る。)に

係る防犯対策及び安

全対策強化事業

キ 老人福祉法第５条 市町村、社会福

の２第３１項の規定 祉法人、その他知

により設置する通所 事が認めた者

介護事業所に係る防

犯対策及び安全対策

強化事業

ク 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第５項の規定により 祉法人、その他知



設置する老人福祉セ 事が認めた者

ンター（老人福祉施

設付設作業所を含

む。）に係る防犯対

策及び安全対策強化

事業

ケ 老人福祉法第20条 市町村、社会福

の７の２の規定によ 祉法人、その他知

り設置する老人介護 事が認めた者

支援センターに係る

防犯対策及び安全対

策強化事業

コ 在宅複合型施設に 市町村、社会福

係る防犯対策及び安 祉法人、その他知

全対策強化事業 事が認めた者

(5) 高齢者施設等におけ 防災・減災等事業整備計画に基づく 10分の10以内

る換気設備の設置に係 高齢者施設等における換気設備の設置

る経費支援事業 に係る経費支援事業(施設の整備と一 （寄附金その

体的に整備されるものであって、知事 他の収入金が

が必要と認めた整備を含む。)に必要 あるときは、

な工事費又は工事請負費及び工事事務 補助金等の額

費(工事施工のため直接必要な事務に の算定に当た

要する費用であって、旅費、消耗品費、り、当該寄附

通信運搬費、印刷製本費及び設計監督 金その他の収

料等をいい、その額は、工事費又は工 入金の控除等

事請負費の2.6％に相当する額を限度 を行う。）

額とする。)。

ただし、別の負担(補助)金等におい

て別途補助対象とする費用を除き、工

事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当

と認められる購入費等を含む。

ア 老人福祉法(昭和3 市町村(札幌市、



8年法律第133号)第1 旭川市及び函館市

5条第３項及び第４ を除く。以下同

項の規定により設置 じ。)、社会福祉法

する特別養護老人ホ 人

ーム（定員30名以上

のものに限る。)及

び併設される老人短

期入所施設（利用定

員に関わらない）に

係る換気設備の設置

経費支援事業

イ 上記以外の老人短 市町村、社会福

期入所施設 祉法人、その他知

事が認めた者

ウ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第２項の規定により 祉法人、その他知

設置する老人短期入 事が認めた者

所施設（特別養護老

人ホームに併設され

るものを除き、定員

30名以上のものに限

る。)に係る換気設

備の設置経費支援事

業

エ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第３項及び第４項の 祉法人

規定により設置する

養護老人ホーム(定

員30名以上のものに

限る。)に係る換気

設備の設置経費支援

事業

オ 老人福祉法第15条 市町村、社会福



第５項の規定により 祉法人、その他知

設置する軽費老人ホ 事が認めた者

ーム(ケアハウス、

Ａ型及びＢ型であっ

て、定員30名以上の

ものに限る。)に係

る換気設備の設置経

費支援事業

カ 介護保険法(平成 市町村、社会福

９年法律第123号)第 祉法人、医療法人、

94条第１項の規定に その他知事が認め

より開設した介護老 た者

人保健施設(定員30

名以上のものに限

る。)に係る換気設

備の設置経費支援事

業

キ 介護保険法第107 市町村、社会福

条第１項の規定によ 祉法人、医療法人、

り開設した介護医療 その他知事が認め

院(定員30名以上の た者

ものに限る。)に係

る換気設備の設置経

費支援事業

ク 老人福祉法第29条 市町村、社会福

第１項の規定により 祉法人、その他知

設置する有料老人ホ 事が認めた者

ーム(定員30名以上

のものに限る。)に

係る換気設備の設置

経費支援事業

５ 医療的ケア支援事業 市町村（札幌市、 医療的ケア支援事業に必要な経費 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

日常的に医療的ケアを 旭川市及び函館市 （扶助費） 保福第１の16号様式 保福第1の30号様式 提出期限 別に指示す



必要とする障がい児（者）を除く。） （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第1の31号様式 る日

について、社会活動への 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第249号様式 提 出 先 保健福祉部

参加を確保するため、訪 あるときは補 保福第249号様式 保福第250号様式 福祉局障が

問看護ステーション等の 助金の算定に 保福第250号様式 別に指定する様式 い者保健福

看護師を活動場所へ派遣 当たり、当該 別に指定する様式 祉課

することにより、障がい 寄附金その他

児（者）の福祉の増進を の収入金の控

図る。 除等を行う。）


